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森　聡

はじめに
ワシントンは、対中アプローチを関与路線から競争路線へと転換したといわれて久しい。
米国が中国の変革を導けるとの楽観が減退する中で、中国が米国の価値規範に違反する行
為を重ねた結果、中国を現状変革国家とみなす見方がワシントンで主流化した。また、米
中貿易関係の現状を否定する米国内の勢力がトランプを通じて対中経済関係の再編を追求
し、中国との貿易関係に利害を有する米国のビジネス界が追加関税という手段に強く反対
しなかったため、緊張を高めて経済的な不利益やリスクを引き起こす追加関税という圧力
手段もやむなしとする見方が、やはりワシントンで主流化した。他方、軍事・経済・情報
通信の分野における中国の台頭に対してのワシントンの反応は、米国の技術的優位の劣化
に対する危機感に根差していると指摘されている 1。
このような背景の下、ワシントンでは軍事技術、産業技術、情報通信技術の分野において、
中国との競争が切迫しているという危機感が急速に高まり、米国に不利といわれる形勢を
変化させるべく、トランプ政権と連邦議会は中国への対抗策を打ち出している。ワシント
ンの競争路線における技術面での取り組みは、大別すると、①中国による米国製技術への
アクセスを制限しようとするものと、②米国自身が技術革新を促進しようとするものとに
分けられる。本章では、これらの取り組みを叙述したうえで、その結果として米国に生じ
ている変化を指摘して結ぶことにしたい。なお、本章では、以下の各種の取り組みを、分
野別に総攬しやすくするために、表の中で要点を列挙する形式をとる。

＜表：米国による技術競争上の取り組みの概要＞

中国による技術アクセスの制限 米国政府による技術開発の促進

軍事技術 a) 関税圧力を通じた産業政策・慣行
の是正要求

b) 対米投資規制、対中輸出管理
c) ヒトを通じた技術流出の規制

• ICT企業へのアクセス
• 先端技術の軍事利用

産業技術 • 重点技術開発の国家戦略策定
• 重点技術への優先投資

情報通信技術 d) 個別企業等の制裁
e) 米国政府からの中国製情報通信機
器等の締め出し

• 民間企業主導の 5G構築事業の推進
• 国家スペクトラム戦略の策定

1．中国による米国製技術へのアクセスの制限
米国政府は、中国が米国製の機微技術や知的財産を不当に入手する手段を封じるために、
対中交渉や国内における規制強化、防諜などを強化するなど、広範な取り組みを展開して
対応している。
また、情報通信技術の分野では、個別の中国企業に対する輸出規制を敷いたり、中国製
機器・サービスの排除に向けた取り組みが進められている。連邦議会による法律の制定を
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＜表：対中技術流出の阻止その1＞

a) 関税圧力を通じた産業政策・慣行の是正要求
• 米国政府は、追加関税によって中国に圧力を行使しながら、米国企業に対する技術の強制移転や、
サイバー手段を通じた機微技術・知的財産等各種データの窃取などの非合法ないし不当な活動
を停止するように要求。

• 外国企業を事実上締め出していくような、補助金や外国企業から得た技術によって中国企業に
テコ入れし、国内・国際市場で優位に立たせるという産業政策の目標の変更を要求。

b) 対米投資規制と対中輸出管理の強化
• 米国政府は、中国による米国製の重要技術へのアクセスを制限する措置を講じている。
• 中国による対米投資規制の強化：連邦議会は、2018年 8月に外国投資リスク審査近代化法
（FIRRMA）を制定して、財務省が主務官庁にあたる対米外国投資委員会（CFIUS）の権限を強
化した。外国主体による米国の機微技術や重要インフラ等に関連する投資への規制を強化した。

• 対中輸出管理の強化：輸出管理改革法（ECRA）は、重要技術の米国外への流出を規制する商務
省主管の輸出管理枠組みを恒久法で担保。ECRAは、新興技術（emerging technology）と、基盤
技術（foundational technology）の管理を強化する権限を商務省に与え、同省は規制対象候補の新
興技術として 14の分野を発表し、規制ルールの策定を進めている。

c) ヒトによる技術流出の規制
• 司法省：2018年 11月に「中国イニシアティヴ」なる取り組みを開始し、産業スパイの摘発
を強化するとともに、敵対相手に取り込まれる研究者など「非伝統的収集者（non-traditional 
collectors）」への対策をとる。

• 国務省：2018年 6月より、ロボット技術、航空工学、先進製造技術などの分野で米国の大学院
に留学しようとする中国人留学生に対するビザ発給を年次更新制に切り替え、事実上厳格化し
ている。

d) 個別企業等への制裁
• 米国政府は、特定の主体を標的にする手段として、対敵制裁法（CAATSA）や国際緊急経済権
限法（IEEPA）などに基づく制裁があり、制裁対象リストへの記載に基づいて、中国の企業・団
体等を輸出・再輸出の規制対象に指定できる。

• 商務省産業安全保障局（BIS）：技術の末端使用の検証ができない対象者を指定する検証不能リ
スト（Unverifi ed List）や、米国の外交上、安全保障上の利益を損なう恐れのある対象者を指定
するエンティティ・リスト（Entity List）、そして輸出管理規則に違反した対象者を指定する拒否
人物リスト（Denied Person List）を管理。

• 財務省外国資産管理室（OFAC）：資産を凍結される特別指定人物リスト（Specially Designated 
Nationals List）を管理。

e) 米国からの中国製情報通信技術の締め出し
• 2019年度国防授権法の第 889条：華為技術や ZTEを含む中国企業五社を名指しして、2019年 8
月からそれら企業と子会社・関連会社の製造している通信・映像監視の機器・サービスを米政
府調達の対象から除外し、さらに 2020年 8月からは、当該 5社の製品・サービスを実質的・本
質的に利用している企業との契約・取引を米国政府に禁じるという措置を定めた。

• 2018年連邦調達サプライチェーン安全保障法：連邦政府調達安全保障会議（FASC）を設置。
FASCは、必要に応じて全省庁に対し、特定機器・サービスを調達対象から排除する命令や、情
報通信システムそのものから機器等を除去する命令を勧告できる。

• 「情報通信技術・サービスのサプライチェーンの安全保障」に関する行政命令（2019年 5月）：
国家緊急事態宣言を出して、「外敵」の支配下にある主体が開発・提供する情報通信技術・サー
ビスの取得を米商務長官による許可制とした。

• 米国政府は、華為技術を米国における 5Gネットワーク構築事業の入札に参加させない決定を下
している。
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受けて、関係省庁はその実施に向けた対応を取り始めている。
なお、中国によるデータ窃取を阻止する取り組みとして、米国政府は広く第三国の政府
に対して、華為技術製の 5G関連機器のリスクについて警鐘を鳴らしているのは周知の通
りである 2。また、5Gの標準規格をめぐる中国の攻勢を念頭に、米国政府は 5Gネットワー
クに関するリスク管理の重要性を訴える働きかけを行い、5Gに関する「プラハ提案」を支
持して、諸外国に対してそこに定められたリスク管理や各種のセキュリティに関する指針
に沿って 5Gネットワークの開発に取り組むよう促している 3。米国は、中国では政府と企
業との間に司法が介在せず、中国企業は透明性やグッドガバナンスを欠いているとして、
ベンダーとしての信頼が足りないという立場をとっている 4。さらに、中国製の海底ケー
ブルについても、米国政府は他国政府と連携して、事業展開を阻止する動きに出ていると
報じられている 5。

2．米国政府による技術開発の促進

（1）軍事技術
米国政府による軍事技術の研究・開発の取り組みは、米国防省が中心になって、伝統的
な防衛産業とは異なる、新興企業への関与を深めながら進められている。国防省は、2015
年 4月に国防イノベーション実験ユニット（DIUx）を創設して 6（2018年 8月に DIUとし
て常設化）、従来国防との関係がほぼ皆無だった ICT企業やスタートアップ企業等に接触
し、新規の先端技術を国防利用するための新たな体制を組むなどして対応している 7。ま
た、従来中央情報局が技術開発のために運用してきた投資ファンド In-Q-Telに国防省も出
資し、ベンチャー・キャピタルなどとも提携しながら、先端技術の開発に取り組むスター
トアップ企業への投資を通じて、民間セクターからの各種技術の取り込みを進めている 8。
さらに、国防長官に国防分野におけるイノベーションの方策を提言する国防イノベーショ
ン理事会（DIB）を設置して、民間の有識者が国防省全体のイノベーションについて、様々
な提言を行っている 9。このほかにも各軍の研究所やイノベーション推進拠点（例えば空
軍は AFWERXなる部門を 2017年に創設）、そして国防高等研究計画局（DARPA）などでも、
産官学連携を促進しながら先端技術の軍事利用が模索されている。紙幅の都合で具体的な
実例まで挙げることはできないが、例えば以下のような方法で先端技術を国防目的に活か
す試みが模索されている。
特に AIについて国防省は、統合 AIセンター（JAIC）を創設して、AI導入に伴う組織的
な環境整備を本格化させたほか、AIを国防省に導入するための指針となる『2018年国防省
AI戦略』を策定した 10。また、DARPAは既存の予算に加えて、さらに 20億ドルの予算を
「AI Next」なる事業に投じて次世代の AI開発を進めているほか、陸軍（Army Asymmetric 
Warfare Group）、海軍（Navy Digital Warfare Offi ce）、空軍（Air Force Rapid Capabilities Offi ce）
もそれぞれの拠点で AIの軍事利用に関する研究・開発を進めている。このほか上記全ての
技術の実用化に不可欠となるのが、先進半導体技術（Advanced Microelectronics Technology）
である。この分野でも DARPAが産官学連携を促進する形で ERI（Electronic Resurgence 
Initiative）と称する次世代先進半導体の開発事業を始動しているほか 11、ポーター（Lisa 
Porter）研究・工学担当国防副次官によれば、国防省はMINSEC（Microelectronics Innovation 
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for National Security and Economic Competitiveness）なるデータ保護に力点を置いた新たなマ
イクロエレクトロニクスのサプライチェーン安全保障のアプローチを導入した 12。

（2）産業技術
米国においては、政府が産業に介入して振興する産業政策を伝統的に忌避する傾向が強
く、このため「中国製造二〇二五」に類する、政府主導の総合的な産業戦略が策定される
ことはあまりなかった。他方、これまで米国政府が特定の重要技術の研究・開発に投資し、
その商業化を促進してきたのもまた事実である 13。ただし、米国の研究・開発投資に占め
る連邦政府の投資額と民間セクターの投資額の相対比は、1980年代以降、民間が連邦政府
を上回る傾向が続いてきた 14。中国が産業競争相手として登場したことによって、米国政
府による研究・開発投資を増額する必要性が叫ばれるようになった。

＜表：先端技術の活用・構想例＞

1. AI・機械学習
• 情報・偵察・監視（ISR）、状況把握（SA）：各種センサーが集約する膨大な画像・音声データ
を機械学習に利用してパターンを認識する。無人機が収集したフルモーション・ビデオの画像
データをアルゴリズム戦軍種間チーム（AWCFT）が AIを利用して処理・解析する。米軍特殊
部隊が差し押さえたデータ端末の情報を解析する。様々なドメインのデータを集約・処理して
可視化するなど。

• サイバー：サイバー攻撃を受けたシステムの脆弱点を特定し修復するとともに、攻撃元に対す
る反撃を行う。米政府機関に送信されてくるメール等に埋め込まれたマルウェアを探知して排
除する。

• メンテナンス・補給：兵器システムの部品のセンサーで摩耗度を恒常的に検知し、故障を起こ
す前に予測的にメンテナンスを実施する。軍需物資をある地点から別の地点まで輸送する際の
最適なルートを特定。

• 電磁スペクトラム：抗争領域における電磁スペクトラムへのアクセスを動態的かつ効果的に管
理する。

• 指揮判断補佐：多数のドメインにおける極めて複雑な作戦行動上の選択肢を特定して指揮官に
示す。

• 自律型兵器：AIを搭載した無人兵器が、ネットワークが劣化・切断された状況においても、作
戦行動を続行する。

• スウォーム技術・戦術：AI搭載型の小型無人システムが、大群を成して自律的に作戦行動をとる。
2. 量子技術

• 量子通信：解読不能な暗号を組み、安全な通信手段を確保する。
• 量子コンピューティング：広範にわたる暗号を解読し、敵対相手の通信にアクセスする。
• 量子レーダー：光子の性質を利用して、ステルス技術を使った兵器システムなども探知する。

3. 極超音速
• 極超音速滑空体（HGV）：ミサイルによって発射され、マッハ 5以上で大気圏外縁部を滑空し攻
撃する。

• 極超音速巡航ミサイル（HCM）：スクラムジェット・エンジンでマッハ 5以上で巡航し攻撃する。
4. 指向性エネルギー

• ミサイル飽和攻撃やスウォーム攻撃に対して、一発当たりの単価が低いレーザーによる迎撃手
段を提供。
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トランプ政権の大統領府科学技術政策局（OSTP）によれば、トランプ大統領は目下、以
下の四つの先端技術が米国の将来的な繁栄に大きな影響をもたらすとの判断の下、研究・
開発体制を強化している。

＜表：トランプ政権が重点投資している技術＞ 15

1. 人工知能（AI）：医療、食糧生産、製造業、金融業、住居、観光など、広範にわたって社会生活や
ビジネスに変革をもたらしている。
• 大統領は、NSS2017や 2020年度研究・開発予算において、AIに関する取り組みを優先課題とした。
• 大統領は、連邦政府による AI開発に関する取り組みを策定し調整するための委員会を組織した。
• トランプ政権は、AIの普及と機械化の進行が労働者に及ぼす影響に対応すべく、米国労働者の
ための国家評議会（National Council for American Worker）を設置した。

2. 先進製造：新規の製造技術は、生産性を向上させ、技術的に優れた製品を生産し、全く新たな産業
を興すことによって、米国の競争力を強化し、米国経済を持続的に成長させる。
• 大統領は、『先進製造に関する国家戦略計画』を策定することにより、製造業における雇用を増
大させ、強靭なサプライチェーンと強い製造業基盤及び防衛産業基盤を確保することに焦点を
絞った。

3. 量子情報科学（QIS）：QISにより、コンピューターがこれまでにない程の労働量を請け負い、従来
以上に困難な課題に対応できるようになる。
• 大統領は、国家量子イニシアティヴ法を施行し、QISの開発を加速するとともに、連邦政府に
よる QISの研究・開発に関する全省的な調整メカニズムを整備した。

• 大統領は、「量子情報科学のための国家戦略概観（National Strategic Overview of Quantum 
Information Science）」を発出し、QIS産業エコシステムを構築するための量子経済開発コンソー
シウム（Quantum Economic Development Consortium）を含む、連邦政府の QIS関連の取り組みを
主導。

4. 5G：後述

また、トランプ政権の 2020年度研究・開発予算案をみると、産業分野では AI、量子技術、
戦略的コンピューティング、無人システムとネットワーク、産業ロボット技術、先進材料、
先進医薬、半導体製造、宇宙関連技術、エネルギー技術、保健関連技術、農水産業関連技
術などが重点分野として挙げられている 16。特に AIについては、その汎用性に鑑み、ホワ
イトハウスが省庁横断的な取り組みを主導している。2018年 5月に国家科学技術会議の下
に AI省庁間特別委員会（Interagency Select Committee on AI）を設け、同委員会は、『AI研究・
開発に関する国家戦略計画』で AIの研究・開発に関する連邦政府の優先事業をとりまと
めた 17。大統領も 2019年 2月 11日付で「AIに関する米国のリーダーシップの維持」と題
した行政命令第 13859号を発出し、技術開発、技術基準開発、人材育成、プライバシーの
保護等、米国の AI研究・イノベーションを促進する国際環境の醸成と、戦略的競争相手
や敵国からの重要 AI技術の防護といった指針を示している 18。
さらに、国家科学技術会議（NSTC）下の技術委員会に所属する先進製造小委員会は、

2018年 10月に『先進製造における米国のリーダーシップのための戦略』なる報告書を発
出した。この報告書は、関係省庁が官民パートナーシップを通じて多様なステークホルダー
を結集し、大規模なコンソーシウムを形成することによってリソースを共有し、特定の先
進製造技術に焦点を絞った開発事業を推進して、それらの分野における米国のリーダー
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シップを確立するという米国政府の方針を謳っており 19、先進製造技術の国家戦略事業化
を進めている。

（3）情報通信技術
先にみた通り米連邦議会は、中国製の情報通信機器・サービスを米連邦政府の ITシステ
ムから排除する方針を 2019年度国防授権法の第 889条で定めたが（2018年 8月に制定）、
それを代替しうる米国製の ITシステムを構築するための取り組みは、すでに 2017年から
始められていた。トランプ大統領は、2017年 4月 28日付の行政命令第 13794号で、連邦
政府の情報技術システムの刷新を検討する米国技術評議会（American Technology Council）
を設置し、同年 5月 11日付の行政命令第 13800号で、連邦政府と重要インフラのネットワー
クのサイバーセキュリティ強化策の検討を命じた 20。ATCは、同年 6月に 18名の IT企業トッ
プと 3名の大学総長らと拡大会合を持ち、その後全米 100社以上からパブリック・コメン
トを集約した上で、2017年 12月 13日付で『連邦政府 IT近代化に関する大統領への報告』
なる報告書を提出した 21。この報告書では、連邦政府の ITシステムの刷新とサイバーセキュ
リティを強化すべく、連邦政府の ITシステムに高度なセキュリティを組み込んだクラウド・
コンピューティングを導入し、政府用アプリを整備するための 50件の行動計画が示され、
連邦政府の ITシステムを米国製に切り替えていくための取り組みが始まっている。
また、米国は 5Gにおいて出遅れているといわれているが、米国企業は 5Gネットワーク
を展開し始め、政府は 5Gネットワーク構築を促進するための作業を進めている。国家安
全保障会議事務局（NSC）内では当初、中国その他の敵対勢力から米国の 5Gネットワー
クを防衛し、5Gの分野で中国と競争することを念頭に、5Gネットワークを米国政府主導
で構築・管理して、政府所有の 5Gネットワークを民間業者にリースする方式が選択肢と
して検討された 22。しかし、この構想は 2018年 1月にリークされ、5Gネットワークの開
発を政府主導で進めるか、民間セクター主導で進めるかとの論議が政府外にも広がり、産
業界や FCC委員、カドロー（Larry Kudlow）国家経済会議議長ら政権関係者からも、政府
主導案に対する反発が出た 23。最終的にトランプ大統領は 2019年 4月 12日に FCCパイ（Ajit 
Pai）委員長とともに記者会見を開き、民間セクター主導で 5Gネットワークを構築する方
針を発表した 24。
その民間セクターでは、米通信大手スプリント、AT&T、ヴェライゾンが、ノキア、エリ
クソン、サムスンから供給を受けながら 5Gネットワーク事業を手掛けている。5Gの分野
では今後 2,750億ドル規模の投資が行われる見通しで、遠隔医療や先進製造から教育、娯楽、
自動運転、スマートシティまで、幅広い分野で 5Gの活用が進んでいけば、少なくとも 300
万人の雇用と 5,000億ドルの経済効果が生み出されると見込まれている 25。5Gネットワー
クは、すでに全米 10州以上で使用が開始されており、2019年末までに 92地域で展開され
る予定である 26。また、5G関連のデバイスについても、クアルコムが 2019年中に 30以上
のデバイスを発売し、インテルも 2019年下半期に 5G用の最新チップセット（大規模集積
回路）を供給すると発表した 27。
こうした民間企業による 5G事業の展開を促進すべく、連邦政府は、FCCが 5Gファス
ト・プランなる 3つの取り組みを進めている 28。第一に、これまで連邦政府の管理下にあっ
た無線スペクトラムを、5Gの商業利用のためにオークション制で開放している。第二に、
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5G無線基地局を設置する許認可手続を連邦・州・地方レベルで簡素化している。第三に、
光ファイバー等の敷設を加速すべく規制を緩和する一方、情報通信機器のサプライチェー
ンへのリスクを排除するのに必要な規制を整備するなど、従来の情報通信関連規制を改革
している。また、トランプ大統領は、2018年 10月 25日付の大統領覚書で、国家スペクト
ラム戦略の策定を指示し、目下スペクトラムを管理する政府の方針が省庁間タスクフォー
ス等で検討されている 29。さらに、国防省も 5G開発のための産官学連携を即するために国
家スペクトラム・コンソーシウム（National Spectrum Consortium）を創設し、5年間で 12.5
億ドルを投入する取り組みを開始した 30。
このほか米国の国家安全保障と緊急事態対応に係る情報通信システム（NS/EP）のリス
ク管理法やイノベーション支援、対応業者の多様化のための方策については、トランプ大
統領が 2018年 8 月に国家安全保障電信諮問委員会（NSTAC）に検討を指示し、NSTACは
検討結果と提言を報告書にまとめて、2019 年 9月に大統領に提出した 31。NSTACは、米国
の 5Gネットワークのインフラ整備の環境が不十分だとして、以下のような提言を行って
いる。
また、ワシントンは比較的安価な中国製の情報通信機器・サービスが諸外国に普及して
いけば、米国の安全保障上の利益に影響が出るとの懸念を有している。第一に、米国政府
は中国電信、中国聯合通信、中国移動通信、華為技術、ZTEなどの中国企業が、5G技術、
地上・海底の光ファイバーケーブル、衛星測位システム北斗とリンクしたリモートセンシ
ング・インフラなどの情報通信インフラを、世界規模で諸外国に普及させている動向を警
戒している 32。これら「デジタル・シルクロード」構想に沿った中国の事業は、受入国に
恩恵をもたらす一方で、中国独自の技術基準を浸透させ、諸外国からの技術やデータの移
転を促進し、一部の国に政治的検閲のための手段を提供しうるものとして懸念している 33。
また、それ以上に米国は、中国の情報通信機器を導入する諸国と機微な情報を共有したり、
安全に通信したりすることが難しくなることを懸念している。
第二に、5Gの規格を定めるプロセスで、中国が影響力を増していることをワシントンは
懸念している。5Gの規格は、3GPP（3rd Generation Partnership Project）などの場で、技術
的見地からの客観的に検討・策定され、国際電気通信連合（ITU）で標準規格として承認
されることになっている。5Gについては、中国が標準規格をめぐる攻勢を組織的にかけ
て 34、規格策定過程を有利に運ぼうとしているといわれ 35、特に 3GPPで中国が、技術水準
によらずに、政治的な判断に基づいて自国の規格を普及させようとしているとの疑念が抱
かれている 36。標準規格が設定されると、それを満たす技術に関する標準必須特許（SEP）
が巨大な収益の流れを生み出すため、その商業的な影響が大きいといわれる。
第三に、権威主義体制の第三国に、中国がネット検閲や社会監視などに使用される情報
通信システムを提供することによって、人権を侵害する政策が持続する傾向を助長してい
るとの懸念がある。中国が自国内でこうした先端技術を利用して人権を侵害しているとす
る批判もあるが、さらに類似の政策をとる第三国政府に同様のシステムを輸出・提供する
ことによって監視・検閲・インターネットへのアクセス制限などを通じた抑圧を促してい
るとして、こうした「デジタル権威主義」の蔓延に対する懸念と批判が強まっている 37。
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おわりに
ワシントンが対中技術競争に乗り出したことによって、米国にいくつかの重要な変化が
生じつつある。第一に、NSS2017が中国を現状変革国家と公式に宣言したことで、米国内
では「対中アレルギー反応」とでもいうべき現象が発生している。中国製の情報通信機器
の排除や、中国人留学生に対するビザ発給制限、中国に技術を流出する研究者の取り締ま
りといった取り組みなどは、国家安全保障という名目の下で、米国の開放性を制限する効
果をもたらしつつある。中国が米国内で各種の宣伝工作を繰り広げていたことが明るみに
出たことによって 39、こうした拒絶反応は一層強まっているように見受けられる。
第二に、軍事・産業・情報通信の各分野において、政府が民間企業との連携を深める官
民パートナーシップが活性化され、AIなどをはじめとする先端技術を国家戦略事業化する

＜表：米国の5G事業を強化するためのNSTACの提言＞ 38

短期の政策
• ベンダーの多様化を促進すべき：同盟国政府に対して、単独サプライヤーによる機器への依存
を控えるように働きかける。欧州のオープンな無線アクセスネットワーク（O-RAN）のベンダー
に、研究・開発事業を米国で実施するよう促すインセンティヴを提供する。スタートアップ企
業に O-RAN開発を促す。よりオープンで安全な 5Gネットワーク・デザインを促進するための
5G機器コンソーシウムの形成を促す。

• RANのオープンな基準の使用と相互運用性の向上を慫慂すべき：O-RANプラットフォームの
使用と、キャリア企業によるその採用を強く慫慂し、キャリア企業に、複数のベンダーを相互
運用してサービスを提供させるような実質的なインセンティヴを与える。

• 標準規格設定の取り組みへの積極的な参加を慫慂すべき：米国企業や大学研究機関などが、
3GPPその他の標準規格設定の取り組みに積極的に参加するように、税制面での優遇等のインセ
ンティヴを提供する。

• 米国製技術の採用を慫慂すべき：政府及び民間セクターが米国で開発される技術を採用・使用
するインセンティヴを用意する。

• 5Gの展開と連携を容易化すべき：小型無線基地局の設置を阻む障害を取り除き、従来以上の規
模のスペクトラムを商業用に提供する。

• 政府全体の 5G戦略を管理すべき：複数のセクターに横断的に関与し、政府全体の 5G戦略の管
理する責任を担う部署を決定ないし創設する。

長期の政策
• 重要な経済上のインセンティヴを提供すべき：5Gエコシステムの整備、研究・開発、標準規格
にまつわる民間セクターのイノベーションを促すための税制上のインセンティヴなどを設ける。

• 産業界の行動を引き出すべき：企業が、広範で多様なサプライチェーンの整備、サプライチェー
ンの強靭性向上のための長期戦略の策定などに取り組むようなインセンティヴを設けるととも
に、欧州や西側の O-RANベンダーが研究・開発のリソースや施設を米国に移設し、米国市場の
課題解決に向けて取り組むよう仕向けるインセンティヴを提供する。

• 専門家を育成しイノベーションを促進すべき：奨学金等を通じて無線技術、無線分野のソフト
ウェア開発やサイバーセキュリティの研究を活性化し、オープン・ソフトウェアのフォーラム
に専門家を参加させる。ポスト 5Gの開発に向けた無線技術のイノベーションを米国企業に促す。

• 知的財産を保護し、輸入管理制度を利用すべき：米国製技術の知的財産権の保護を強く求め、
5Gサプライチェーンの多様性のための国内的な供給元を支える必要に応じて輸入管理制度を利
用する。
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動きが起こっている。国防省は IT企業やスタートアップ企業との関係を拡大・深化させて
いるし、米国政府は AI、先進製造、量子技術といった分野で産業戦略を策定して、産官学
連携を後押ししている。5Gネットワークについては、政府開発案こそ退けられたものの、
国家スペクトラム戦略を策定し、国防省が産官学連携を促進しながら、米国製 5Gシステ
ムの構築を進めている。米国政府が産業を全面的に統制することはないものの、冷戦期の
スプートニク・ショック後のソ連との宇宙技術競争や、1980年代の日本との半導体技術競
争の時のように、コンソーシウムを結成して研究・開発を積極的に推進し、米国の技術競
争力にテコ入れする体制が組まれつつあり、先端技術産業についての政府と企業・市場と
の関係が緊密化する兆しが見て取れる。
第三に、公共機関の ITシステムにおける中国製機器・サービスから米国製機器・サービ
スへの置換などの例のように、中国への対抗と米国内からの中国の排除という線で、安全
保障の論理と産業振興の論理が表裏一体を成す形で対中技術競争が推し進められている。
トランプ政権は、中国を公式に現状変革国家と位置付けたことにより、米国内の中国のプ
レゼンスをリスクとみなし、それを安全保障の論理で排除することによって、米国産業を
振興する機会を作り出している面もある。興味深いのは、こうした現象が、鉄鋼やアルミ
といった伝統的な製造業に限らず、連邦政府の ITシステム近代化や 5Gの例のように、情
報通信システムなどの先端技術分野についてもみられるということであろう。
米国が中国との技術競争を繰り広げていくとすれば、日本のような同盟国との共同研究
や共同開発を歓迎しそうではあるが、技術振興と技術競争が、国家的な取り組みとして、
経済・産業面での米国の国際競争力を強化していく意図の下に進められるとすれば、日本
との共同研究や共同開発についても、手放しで歓迎するというよりも、是々非々となる可
能性があり、いかなる条件の下でどのような機会があるのかを慎重に見極めていく必要が
あろう。

（以上）
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